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健康保険
　  全国健康保
　  険協会管掌

（健保法第３
条第２項の
規定による
被保険者）

全国健康保険協会
（日本年金機構）
加入や保険料徴収の
事務は年金事務所が
窓口

法人事業所または常時５
人以上の従業員を使用す
る個人事業所（一部業種
を除く★１）で働く従業
員※1

業務・通勤外の病
気・けが，出産，
死亡について給付

標準報酬月額・標準賞与額に千分の30
～130の範囲内で協会が定めた都道府県
単位保険料率※2【＋千分の16.2（介護
保険料率）】を乗じたもの（事業主と被
保険者が折半で負担）

　組合管掌 健康保険組合 健康保険組合の設立事業
所で働く従業員※1

業務・通勤外の病
気・けが，出産，
死亡について給付

標準報酬月額・標準賞与額に千分の30～130
の範囲内で組合が定めた一般保険料率をかけ
たもの【介護保険料を上乗せ】（事業主が半分
以上，被保険者が半分以下を負担）

国民健康保険
　都道府県・
　市町村国保

都道府県・各市町村
（特別区）※4

被用者保険の加入者とそ
の家族，生活保護世帯を
除く一般住民※1

病気・けが（労災
保険から給付され
る場合を除く），
出産，死亡につい
て給付

世帯ごとに所得割，資産割，被保険者均
等割および世帯別平等割を合計した額
を，うけている年金から天引きまたは市
（区）町村の個別徴収【介護保険料を上
乗せ】

各種共済
（短期給付）

各種共済組合等 国家公務員，地方公務員
等，私立学校の教職員
※1

公務・通勤外の病
気・け が，出 産，死
亡について給付

標準報酬の月額，標準期末手当等の額に
組合ごとの掛金率を乗じるなど【介護保
険料を上乗せ】

後期高齢者
医療

後期高齢者医療広域
連合

後期高齢者医療広域連合
の区域内に居住する，①
75歳以上の人および②
所定の程度の障害状態に
ある65歳以上75歳未満
の人

病気・けが（労災
保険から給付され
る場合を除く），
死亡について給付

被保険者ごとに所得割および被保険者均
等割を合計した額を，うけている年金か
ら天引きまたは市（区）町村の個別徴収

介護保険 各市町村（特別区） ・第１号被保険者＝
65歳以上の住民
・第２号被保険者＝
40歳以上65歳未満の医
療保険加入者である住民

在宅や施設での介
護サービス，在宅
での日常生活の支
援等について給付

第１号被保険者は所得に応じた定額を，
うけている年金から天引きまたは市
（区）町村の個別徴収
第２号被保険者は各医療保険で医療保険
料と一括徴収

　国保組合 国民健康保険組合 医師，食品販売業，建設
業，理美容業などの国民
健康保険組合の組合員と
その家族※1

組合ごとに定める保険料【介護保険料を
上乗せ】
組合員１人当り定額・家族被保険者１人
当り定額の例が多い

全国健康保険協会
（日本年金機構）
加入や保険料徴収の
事務は年金事務所と
指定された市区役
所・町村役場が窓口

日々雇い入れられる人・
2ヵ月以内の期間を定め
て使用される人や季節的
業務・臨時的事業の事業
所に使用される人※1

業務・通勤外の病
気・けが，出産，
死亡について給付

標準賃金日額に応じて日額390円（事業
主負担240円・被保険者負担150円）～
日額3,270円（事業主負担2,020円・被
保険者負担1,250円）。賞与については，
標準賞与額に平均保険料率※3を乗じた
もの【それぞれ介護保険料を上乗せ】

●社会保険制度一覧

（注）【  】内は介護保険第２号被保険者
★１令和11年10月以後に設立される個人事業所で常時５人以上の従業員を使用する場合は業種にかかわらず被保険者となる。
★２すべての医療保険（船員保険を含む）および後期高齢者医療において，子ども・子育て支援金に充てる分もあわせて納付。被用
者保険で保険料率（掛金率）が設定されているものについて，子ども・子育て支援金率は千分の2.3（令和８年度）。

※１ 後期高齢者医療の被保険者は，対象外。
※２ 都道府県単位保険料率は，基本保険料率と特定保険料率（全国一律千分の32.4）を合算した率（44頁参照）。
※３ 平均保険料率は，各都道府県単位保険料率から導かれる全国平均の保険料率である。
※４ 平成30年４月からは，都道府県も保険者となり，財政運営の責任主体として中心的役割を担っている。
※５ 国家公務員，地方公務員，私学の教職員を対象とした各共済年金（長期給付）は，平成27年10月から厚生年金保険に統合され

ている。
※６ 厚生年金基金については，今後の新設を認めない，他の企業年金制度への移行を促進しつつ特例的な解散制度を導入する，など

の見直しが行われている。
※７ 国民年金の任意加入は，老齢基礎年金等の受給権をもたない65歳以上70歳未満の人（昭和50年４月１日以前生まれに限る）に

ついても認められる（高齢任意加入被保険者）。
※８ 平成31年４月以後は17,000円に物価や賃金の変動に応じた保険料改定率を乗じて毎年度決定される。
※９ 50歳未満（平成28年６月までは30歳未満）が対象。
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厚生年金保険 政府
（日本年金機構）
加入，保険料徴収や
保険給付の事務は年
金事務所が窓口

70歳未満の
①法人事業所または常時
５人以上の従業員を使用
する個人事業所（一部業
種を除く★１）で働く従
業員②船員

基礎年金に上乗せ
する報酬比例の年
金として，老齢，
障害，死亡につい
て給付

第１種（男子）・第２種（女子）・第３種
（坑内員・船員）…標準報酬月額・標準賞
与額の千分の183.00
事業主と被保険者が折半で負担

政府
（各共済組合等）
加入，保険料徴収や保
険給付の事務は共済
組合や私学事業団が
窓口

国家公務員，地方公務
員，私学の教職員※5

基礎年金に上乗せ
する報酬比例の年
金として老齢，障
害，死亡について
給付

保険料率を毎年引き上げ，公務員は平成
30年９月から千分の183.00，私学教職員
は令和９年４月（特例あり）から千分の
183.00となる予定

　厚生年金
　基金※6

基金代行部分につい
ては厚生年金基金

厚生年金基金が設立され
た適用事業所で働く厚生
年金保険の被保険者が加
入員

老齢について報酬
比例の年金額にプ
ラスアルファされ
た額の年金を給付

基金ごとに免除保険料率がきめられて
おり，事業主と加入員は国（厚生年金
保険）には免除保険料率分低い保険料
を折半して負担し，基金には規約で定
められた掛金を折半して負担する

国民年金 政府
（日本年金機構）
加入などの窓口事務
は年金事務所と市区
役所・町村役場
保険料徴収は日本年
金機構（金融機関等
経由），被扶養配偶
者の加入等の手続は
配偶者の事業主経由

●強制加入　20歳以上
60歳未満の自営業者等，
厚生年金保険の被保険者
とその20歳以上60歳未
満の被扶養配偶者
●任意加入　海外在住
者，60歳以上65歳未満
の人，厚生年金保険・統
合前の共済組合等の老齢
（退職）年金受給者等※7

国民共通の基礎年
金を，老齢，障害，
死亡について給付
その他に自営業者
等の独自給付があ
る

令和８年度は月額17,920円，令和９年
度は月額18,290円※8
生活保護をうけている場合や所得が少
なくて保険料を納めることが困難な場
合などには，保険料の1/4，半額，
3/4，全額を免除する制度，学生納付特
例制度，保険料納付猶予制度※9（平
17.4～令17.6）があり，一定期間内は
保険料を後払いできる
付加保険料－月額400円

　農業者年金 独立行政法人農業者
年金基金

国民年金の被保険者で農
業に従事する人が任意に
加入

老齢，死亡につい
て給付

保険料の月額は，所定の上限・下限の
範囲内で（例外あり）被保険者が基金
に申し出て決定・変更する

　国民年金
　基金

地域型国民年金基金
職能型国民年金基金

国民年金の被保険者のう
ち自営業者等（保険料の
免除をうけている人や農
業者年金の被保険者を除
く）

老齢基礎年金に上
乗せ給付
死亡した場合一時
金を支給

掛金の額は選択した年金の型・口数お
よび加入時の年齢によって異なる。上
限は原則月額68,000円

労働者災害
補償保険

政府
加入や保険料徴収に
ついては，原則として
労働基準監督署，公
共職業安定所，都道
府県労働局が窓口。
保険給付について
は，労災保険は労働
基準監督署，雇用保
険は公共職業安定所
が窓口

原則としてすべての事業
が適用をうけ，そこで働
く労働者が給付の対象

業務災害・通勤災
害による病気・け
が，障害，死亡に
ついて給付

年度単位で，年間の賃金総額に，事業の
種類ごとに定められた労災保険率と雇用
保険率を合計した率を乗じて得た額を納
付。労災保険率は労災保険にかかるもの
で，全額事業主が負担。また，雇用保険
率（令和８年４月～）千分の13.5（農林
水産・清酒製造業などは15.5，建設業は
16.5）は，雇用保険にかかるもので，事
業主が千分の8.5（9.5，10.5）を，被保
険者が千分の5.0（6.0，6.0）を負担

雇用保険 原則としてすべての事業
が適用をうけ，その事業
所で雇用される人

失業等について給
付

船員保険 全国健康保険協会
（日本年金機構）
加入や保険料徴収の
事務は特定の年金事
務所等が窓口

５トン以上の日本船舶
（湖，川，港のみ航行の
船舶，一定の30トン未
満の漁船等を除く）の乗
組員等

業務・通勤外の病
気・けが，出産，
死亡，船員労働の
特性に応じた独自
給付について給付

標準報酬月額・標準賞与額に一般保険
料率を乗じて得た額★２【と標準報酬
月額・標準賞与額に介護保険料率を乗
じて得た額との合計額】
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項目 ケース 届・申請書〔主な添付書類〕 提出期限〔提出者〕

従業員を採用したとき
被保険者資格取得届／厚生年金保険
70歳以上被用者該当届
〔被扶養者（異動）届（被扶養者がい
る人）〕

５日以内
〔事業主〕

事業所が強制適用をうける
とき

新規適用届，被保険者資格取得届（全
員について）

５日以内
〔事業主〕

事業所が任意適用をうけよ
うとするとき

新規適用届，任意適用申請書〔被保険
者となるべき人の半数以上の同意
書〕，認可の通知があったときは被保
険者資格取得届

そのつど
〔事業主〕

被保険者が退職または死亡
したとき

被保険者資格喪失届／厚生年金保険
70歳以上被用者不該当届
〔資格確認書など〕

５日以内
〔事業主〕

被保険者が後期高齢者医療
の被保険者になったとき

健康保険被保険者資格喪失届
〔資格確認書など〕

５日以内
〔事業主〕

任意適用事業所が脱退する
場合

任意適用取消申請書〔適用事業所全喪
届，被保険者の４分の３以上の同意
書〕，認可の通知があったときは被保
険者資格喪失届〔資格確認書など〕

そのつど
〔事業主〕

資格喪失後個人で加入を続
けるとき

健康保険任意継続被保険者資格取得申
出書＊，厚生年金保険高齢任意加入被
保険者資格取得申出・申請書〔厚生年
金保険の場合は基礎年金番号通知書な
ど〕

20日以内，高齢任意加入
は期限なし
〔被保険者であった人〕

定時決定のとき ７月１日～７月10日
〔事業主〕

すみやかに
〔被保険者（事業主経由）〕

被保険者報酬月額算定基礎届／厚生年
金保険70歳以上被用者算定基礎届

被保険者報酬月額変更届／厚生年金保
険70歳以上被用者月額変更届

被保険者賞与支払届／厚生年金保険
70歳以上被用者賞与支払届

育児休業等（産前産後休業）終了時報
酬月額変更届／厚生年金保険70歳以
上被用者育児休業等（産前産後休業）
終了時報酬月額相当額変更届

被保険者が70歳になったとき
厚生年金保険被保険者資格喪失届／厚
生年金保険70歳以上被用者該当届（70
歳到達届）

５日以内
〔事業主〕

随時改定のとき すみやかに
〔事業主〕

育児休業等（産前産後休業）
終了時改定のとき

賞与を支給したとき ５日以内
〔事業主〕

被扶養者に異動があったと
き，被扶養者が国民年金の
第３号被保険者に該当した
とき等

健康保険被扶養者（異動）届／国民年
金第３号被保険者関係届
〔資格確認書など〕

５日以内
〔被保険者（事業主経由）〕

引き続き同一事
業所に同一の報
酬で使用される
場合は届は不要（ ）

●事業主等が行う主な事務手続一覧
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被

　
　保

　
　険

　
　者

基
礎
年
金
番
号
通
知
書

資
格
確
認
書
・

そ

　
　の

　
　他

健康保険（協会管掌） 年金事務所※

厚生年金保険

健康保険組合

厚生年金基金

健康保険（組合管掌）
厚生年金保険

健康保険（組合管掌）
厚生年金保険
厚生年金基金
※事務センターへの郵送や電子申請も可能。

手続先＝年金事務所※ 〈事業所の区分〉 〈窓口事務〉

健康保険組合，厚生年金基金の設立事業所では，
年金事務所等のほかにもそれぞれその保険者に手
続をする。

＊印の申請書は全国健康保険協会都道
府県支部，◇印の届書は事務センター

☆印のケースでは，個人番号と基礎年金番号が紐付いている人は，届出を省略できる。

項目 ケース 届・申請書〔主な添付書類〕 提出期限〔提出者〕

すみやかに
〔被保険者（事業主経由）〕

被保険者の氏名が変わった
とき☆

被保険者氏名変更届
〔資格確認書など〕

すみやかに
〔事業主〕

被保険者の住所が変わった
とき☆

被保険者住所変更届（国民年金第３号
被保険者住所変更届）

すみやかに
〔事業主〕

介護保険の第２号被保険者
とならないとき等

介護保険適用除外等該当（非該当）届
〔住民票の除票,外国人登録証明書･雇用
契約書,適用除外施設入所･入院証明書〕

健康保険資格確認書再交付申請書＊，
基礎年金番号通知書再交付申請書
〔添えられるときはき損したもの〕

すみやかに
〔被保険者（事業主経由）〕

被保険者が２つ以上の事業
所に勤務するようになった
とき

被保険者所属選択・二以上事業所勤務
届◇〔厚生年金保険70歳以上被用者
所属選択・二以上事業所勤務届〕

10日以内
〔被保険者〕

被保険者が服役（出所）し
た場合 健康保険法第118条第１項該当（不該当）届 ５日以内〔事業主〕

事業主（の住所・氏名），
事業所電話番号が変わった
とき

事業所関係変更（訂正）届 ５日以内
〔事業主〕

事業所の名称・所在地が変
わったとき

適用事業所名称／所在地変更（訂正）届
〔資格喪失届の提出が必要となる場合
は資格確認書など〕

５日以内
〔事業主〕

届書に訂正事項があるとき
各種届書訂正届（該当の届書を使用）
〔氏名･生年月日･資格取得年月日を訂
正するときは資格確認書や基礎年金番
号通知書（年金手帳）〕

すみやかに
〔事業主〕

被保険者が育児休業等（産
前産後休業）を取得したと
き（休業等終了予定日に変
更があったとき）

資格確認書または基礎年金
番号通知書（年金手帳）を
なくしたり，破ってしまっ
たとき

すみやかに
〔被保険者（事業主経由）〕

基礎年金番号重複取消届
〔すべての基礎年金番号通知書，基礎
年金番号記載の年金手帳〕

複数の基礎年金番号をもっ
ているとき

育児休業等（産前産後休業）取得者申
出書／（変更）終了届

すみやかに
〔事業主〕

事業主代理人が選任・解任
されたとき 事業所関係変更届 そのつど

〔事業主〕
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■被保険者
　健康保険・厚生年金保険の適用事業所に使用される人
が被保険者になる。ただし，70歳になると，厚生年金保
険の被保険者でなくなる（雇用，退職，報酬等に関する
届出は必要）。また，後期高齢者医療の被保険者（15頁
参照）であれば，健康保険の被保険者にならない。
　適用事業所に使用される人でも，次の人は被保険者に
ならない（適用除外）が，⑴，⑵の人は健康保険につい
ては法第３条第２項の被保険者となる。
　⑴臨時に使用される人のうち，①日々雇い入れられる

人で１ヵ月を超えない人，②２ヵ月以内の期間を定
めて使用される人でその期間を超えない人

　⑵季節的業務（４ヵ月以内）や臨時的事業（６ヵ月以
内）の事業所に使用される人

　⑶所在地が一定しない事業所に使用される人

■被保険者資格取得
　被保険者の資格は，次の日に取得する。
　⑴適用事業所に使用されるようになった日
　⑵事業所が適用事業所になった日
⑶臨時雇用などのため適用除外になっていた人がそう
でなくなった日

■被保険者資格喪失
　被保険者の資格は，次の日の翌日に喪失する（⑹また
は⑺の場合には，⑹または⑺の日に喪失する）。
　⑴死亡した日　⑵その事業所に使用されなくなった日
⑶その事業所が廃止された日　⑷臨時雇用に切り替わ
るなど適用除外になった日　⑸任意適用事業所が任意
適用取消を認可された日　⑹70歳になった日＝70歳の
誕生日の前日（厚生年金保険）　⑺後期高齢者医療の
被保険者になった日＝75歳の誕生日など（健康保険）

※社会保障協定により相手国法令の適用をうける場合も，
被保険者資格を喪失する。

　健康保険・厚生年金保険では，被保険者がうけるさま
ざまな報酬（給料など）の月額を標準報酬月額にあては
め，これをもとに毎月の保険料や年金・手当金などの保
険給付の額を計算する。
　標準報酬月額は，健康保険では58,000円～1,390,000円
の50等級に，厚生年金保険では88,000円～650,000円の32
等級に区分されている。
※厚生年金保険の標準報酬月額の上限は，令和９年９月か
ら680,000円，10年９月から710,000円，11年９月から
750,000円。（７頁の早見表の（33）～（35）を参照）

■資格取得時決定̶̶資格取得届
　新入社員など新たに被保険者の資格を取得した人につ
いては，次のように報酬月額を算定して， 資格取得届の
「報酬月額」欄に記入する。
⑴　月給，週給などについては，資格取得日現在できめ

られた賃金や給料などの報酬の総額を月当りになおし
た額を報酬月額とする。

⑵　日給，時間給，出来高給，請負給については，資格
取得月前１ヵ月間にその事業所で同じような仕事に従
事し，同じような報酬をうける人の報酬を平均した額
を報酬月額とする。

　１月～５月からの決定はその年の８月まで，６月～12
月からの決定は翌年の８月まで使われる。
■定時決定̶̶算定基礎届
　毎年１回，７月１日～10日の間に全被保険者の報酬月
額を算定基礎届で届け出て，標準報酬月額をきめなおす。
　算定基礎届に記入する報酬月額は，４月・５月・６月
の３ヵ月に支払われた報酬の平均月額で，これを実際に
算定する場合は，次の手順で行う。
⑴　まず，４月・５月・６月のうち，報酬支払の基礎日

報酬に該当するもの（通貨によるもの） 報酬に該当しないもの（通貨によるもの）
基本給（月給・週給・日給など），能率手当，残業手当，勤務手当，
役付手当，精勤手当，家族手当，日・宿直手当，勤務地手当，通勤
手当，住宅手当，賞与等（年に４回以上支給されるもの）など

賞与等（年に３回以下支給されるもの→
標準賞与額の対象）

大入袋，見舞金，解雇予告手当，退職金，
出張旅費，交際費，慶弔費など

報酬に該当するもの（現物によるもの） 報酬に該当しないもの（現物によるもの）
食券・食事，社宅・寮，衣服（勤務服でないもの），自社製品，通
勤定期券など

現物で支給される賞与等（年に３回以下
支給されるもの→標準賞与額の対象）

制服・作業衣，見舞品，生産施設の一部
である住居など

報酬月額の対象となる報酬の範囲

●健康保険・厚生年金保険の被保険者

●健康保険・厚生年金保険の標準報酬月額
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数が17日未満の月があるかどうかを調べ，17日未満の
月があれば算定の対象から除く。

⑵　次に，被保険者に支払われたもののなかから報酬の
範囲の対象とならないものを除き，現物で支給された
ものは都道府県ごとの価額により通貨に換算する。

⑶　最後に，対象となる月の報酬の総額を計算し，その
月数で割る。

　定時決定できめられた標準報酬月額は，原則として９
月から翌年の８月まで使われる。

■随時改定̶̶月額変更届
　下記の２つにあてはまる被保険者については，次の定
時決定を待たずに，標準報酬月額が改定される（月額変
更届を提出）。
⑴　昇（降）給等で固定的賃金に変動があった
⑵　固定的賃金の変動月以後ひき続く３ヵ月にうけた報
酬の平均月額を標準報酬月額にあてはめ，現在の等級
との間に２等級以上の差ができた（ただし，その３ヵ
月のうちに，報酬支払の基礎日数が17日未満の月があ
れば，改定は行われない）
　１月～６月からの改定はその年の８月まで，７月～12
月からの改定は翌年の８月まで使われる。

＜固定的賃金の変動＞
　固定的賃金とは，支給額や支給率がきまっているもの
をいう。その変動には，次のようなケースが考えられる。
⑴　昇給（ベースアップ），降給（ベースダウン）
⑵　給与体系の変更（日給から月給への変更など）
⑶　日給や時間給の基礎単価（日当，単価）の変更
⑷　請負給，歩合給などの単価，歩合率の変更
⑸　家族手当，住宅手当，役付手当など固定的な手当が
新たについたり，支給額が変わったとき

従
前
の
標
準
報
酬
月
額

翌月改定

２
等
級
以
上
の
差

（
昇
給
）

算定対象月

4・5・6月
の平均額

標準報酬
月　　額

届出（１日～10日）

４
月

５
月

６
月

７
月

８
月

９
月

届出対象月

4・5・6月
の平均額

標準報酬
月　　額

届出（１日～10日）

４
月

５
月

６
月

７
月

８
月

９
月

届出対象月

月額変更届該当早見表（　）昇給の
場　合

等　　級 現在の標準
報 酬 月 額

変動月以後の３ヵ月の報酬
がこの欄の額以上なら該当

健保

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20
21
22
23
24
25
26
27
28
29
30
31
32
33
34
35
36
37
38
39
40
41
42
43
44
45
46
47
48
49

円
58,000
68,000
78,000
88,000
98,000
104,000
110,000
118,000
126,000
134,000
142,000
150,000
160,000
170,000
180,000
190,000
200,000
220,000
240,000
260,000
280,000
300,000
320,000
340,000
360,000
380,000
410,000
440,000
470,000
500,000
530,000
560,000
590,000
620,000
650,000
680,000
710,000
750,000
790,000
830,000
880,000
930,000
980,000
1,030,000
1,090,000
1,150,000
1,210,000
1,270,000
1,330,000

円以上
219,000
249,000
279,000
303,000
321,000
342,000
366,000
390,000
414,000
438,000
465,000
495,000
525,000
555,000
585,000
630,000
690,000
750,000
810,000
870,000
930,000
990,000
1,050,000
1,110,000
1,185,000
1,275,000
1,365,000
1,455,000
1,545,000
1,635,000
1,725,000
1,815,000
1,905,000
1,995,000
2,085,000
2,190,000
2,310,000
2,430,000
2,565,000
2,715,000
2,865,000
3,015,000
3,165,000
3,345,000
3,525,000
3,705,000
3,885,000
4,065,000
4,245,000

円以上
73,000
83,000
93,000
101,000
107,000
114,000
122,000
130,000
138,000
146,000
155,000
165,000
175,000
185,000
195,000
210,000
230,000
250,000
270,000
290,000
310,000
330,000
350,000
370,000
395,000
425,000
455,000
485,000
515,000
545,000
575,000
605,000
635,000
665,000
695,000
730,000
770,000
810,000
855,000
905,000
955,000
1,005,000
1,055,000
1,115,000
1,175,000
1,235,000
1,295,000
1,355,000
1,415,000

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20
21
22
23
24
25
26
27
28
29
30
31
32
(33)
(34)
(35)

厚年 合 計 額 平 均 額

※降給の場合は，固定的賃金が下がり，報酬月額が３ヵ月平均で
２等級以上下回ったときに，月額変更届を提出する。
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